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（別紙） 

 

総務省行政文書管理規則施行細則 

 

第１ 趣旨 

総務省における行政文書の管理については、総務省行政文書管理規則（平成２

３年総務省訓令第１６号。以下「管理規則」という。）に規定するもののほか、こ

の細則の定めるところによる。 

 

第２ 電子文書の接受及び発送に関する事務に従事する文書取扱主任の指名申請（管

理規則第１０条第１項関係） 

 １ 各部局長は、電子文書の接受及び発送に関する事務に従事する文書取扱主任

（以下「電子文書取扱主任」という。）の指名を求める場合、別記様式第１号によ

り、主任文書管理者を経由して総括文書管理者に提出するものとする。 

 ２ 別記様式第１号については、大臣官房総務課文書管理係に電子メールにより提

出する。 

 

第３ 標準文書保存期間基準の制定又は改定の報告（管理規則第１７条第１項、第８

項関係） 

 １ 標準文書保存期間基準の様式は、別記様式第２号とする。 

２ 文書管理者は、標準文書保存期間基準を定め、又は改定した場合、別記様式第

３号により、主任文書管理者を経由して総括文書管理者に報告するものとする。 

 ３ 別記様式第３号については、大臣官房総務課文書管理係に電子メールにより提

出する。 

 

第４ 移管・廃棄簿への記載（管理規則第２２条第３項関係） 

 １ 文書管理者は、保存期間を満了した行政文書ファイル等について、独立行政法

人国立公文書館（以下「公文書館」という。）に移管し、又は廃棄した場合、当該

行政文書ファイル等について、行政文書ファイル管理簿から削除する。 

２ また、「行政文書ファイル管理簿のインターネットでの公表等に関する留意点

について」（平成２３年４月１１日付け府公第６２号内閣府大臣官房公文書管理

課長通知）で定められた移管・廃棄簿の様式（文書管理システムをもって調製さ

れたもの）に記載するものとする。 

３ 上記１及び２については、管理規則第２２条第１項に基づき、毎年定期に行う

行政文書ファイル管理簿の更新時に行うものとする。 

 

第５ 保存期間が満了した行政文書ファイル等を独立行政法人国立公文書館に移管

しようとするときの手続（管理規則第２４条第１項関係） 

１ 文書管理者は、保存期間が満了した行政文書ファイル等を公文書館に移管しよ



うとするときは、文書管理システムから後述する第７の利用制限に関する意見提

出の処理とともに移管処理を行い、総括文書管理者に依頼するものとする。 

２ 総括文書管理者は、「公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号）

に基づく行政文書ファイル等の移管・廃棄等に関する手順について」（平成２３

年４月１日付け府公第４７号内閣府大臣官房公文書管理課長通知。以下「公文書

管理課長通知」という。）で定められた様式４別紙２を文書管理システムから出

力し、同課長通知で定められた様式４により、公文書館統括公文書専門官室に提

出する。 

３ 公文書館と実務的な調整が整った後、総括文書管理者は、公文書管理課長通知

で定められた別紙様式１－１、１－２を作成の上、同課長通知で定められた様式

５により、公文書館館長宛て送付する。 

 

第６ 保存期間が満了した行政文書ファイル等を廃棄しようとするときの内閣府へ

の協議（管理規則第２４条第２項関係） 

１ 文書管理者は、保存期間が満了した行政文書ファイル等を廃棄しようとすると

きは、文書管理システムから廃棄処理を行い、総括文書管理者に内閣府への廃棄

協議について依頼するものとする。 

２ 総括文書管理者は、文書管理者から内閣府への廃棄協議について依頼のあった

行政文書ファイル等を取りまとめ、「公文書等の管理に関する法律（平成２１年

法律第６６号）第８条第２項の同意の運用について」（平成２３年４月１日内閣

総理大臣決定）で定められた様式３－１、３－２により、内閣府に協議し、同意

を求める。 

 

第７ 移管する行政文書ファイル等の利用制限に関する意見の提出（管理規則第２４

条第３項関係） 

１ 行政機関の長は、公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号）第

８条第３項の規定に基づき、移管する行政文書ファイル等について、同法第１６

条第１項第１号に掲げる場合に該当するものとして、公文書館において利用の制

限を行うことが適切であると認める場合には、その旨の意見を付さなければなら

ないとされていることを踏まえて、文書管理者は、文書管理システムから利用制

限に関する意見提出の処理を行い、総括文書管理者に依頼するものとする。 

２ 総括文書管理者は、公文書管理課長通知で定められた別紙様式２－１、２－２

を作成し、同課長通知で定められた様式５により、公文書館館長宛て提出する。 

 

第８ 保存期間及び保存期間の満了する日の延長の報告（管理規則第２５条第２項関

係） 

１ 文書管理者は、公文書等の管理に関する法律施行令（平成２２年政令第２５０

号）第９条第２項に基づき、行政文書ファイル等の保存期間及び保存期間の満了

する日を延長する場合には、文書管理システムから延長処理を行い、総括文書管



理者に依頼するものとする。 

 ２ 総括文書管理者は、公文書管理課長通知で定められた様式２－１、２－２を文

書管理システムから出力し、内閣府に報告する。 

 

第９ 点検・監査（管理規則第２６条関係） 

 １ 文書管理者が行う点検の方法、総括文書管理者に報告する点検結果の様式等に

ついては、副総括文書管理者が別に定める。 

 ２ 監査の方法、総括文書管理者に報告する監査結果の様式等については、監査責

任者が別に定める。 

 

第１０ 行政文書ファイル等の紛失等への対応（管理規則第２７条関係） 

 １ 文書管理者は、行政文書ファイル等の紛失及び誤廃棄が明らかになった場合に

は、直ちにその旨を大臣官房総務課文書管理係に電話連絡するものとする。 

 ２ 電話連絡後、可及的速やかに別紙様式第４号により、総括文書管理者（大臣官

房総務課文書管理係）に電子メールにて報告する。 

 

   附 則 

 この通達は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則（総官総第１７７－２号平成２４年１１月３０日） 

 この通達は、平成２４年１１月３０日から施行する。 

   附 則（総官総第２５２－３号令和元年１２月２６日） 

 この通達は、令和２年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別記様式第１号） 

 

事 務 連 絡 

令和○○年○○月○○日 

 

総括文書管理者あて 

 

○○○局長 

 

電子文書取扱主任の指名申請について 

 

 総務省行政文書管理規則（平成２３年総務省訓令第１６号）第１０条第１項の規定

に基づき、以下のとおり指名申請します。 

 

電子文書取扱主任候補者  官職：○○○ 氏名：○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別記様式第２号） 

 

大分類 中分類 
小分類 

(行政文書ファイル) 
事項 

     

     

     

 

業務の区分 
当該業務に係る行政文書

の類型 
具体例 保存期間 

保存期間満

了時の措置 

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別記様式第３号） 

 

事 務 連 絡 

令和○○年○○月○○日 

 

総括文書管理者あて 

 

○○局○○課（室）文書管理者 

 

標準文書保存期間基準の制定（又は改定）について 

 

 令和○○年○○月○○日、標記基準を制定（又は改定）したので、総務省行政文書

管理規則（平成２３年総務省訓令第１６号）第１７条第８項の規定に基づき、別添の

とおり報告します。 

 

制定（又は改定）理由：○○○○○による。 

 

 （注）添付資料は、以下のとおり。 

    ・制定の場合：制定した標準文書保存期間基準 

    ・改定の場合：改定した標準文書保存期間基準、新旧対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別記様式第４号） 

 

事 務 連 絡 

令和○○年○○月○○日 

 

総括文書管理者あて 

 

○○局○○課（室）文書管理者 

 

行政文書ファイル等の紛失等について（報告） 

 

 令和○○年○○月○○日、行政文書ファイル等の紛失等を確認したので、総務省行

政文書管理規則（平成２３年総務省訓令第１６号）第２７条第１項の規定に基づき、

以下のとおり報告します。 

 

① 紛失・誤廃棄の別 

② 紛失等した行政文書ファイル等の名称 

③ 紛失等が明らかになった時期（年月日） 

④ 当該行政文書ファイル等の保管状況 

 


